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(9) 位置および地盤高測量：

ボーリング位置は監督員の指示する地点とし，位置出しについては既往既知地点から測定し

た。また，ボ－リング地点の地盤高は，図 1.3.1 の調査位置平面図に示す地盤高基準点（331-2 

H=OP+9.59m[TP+8.29m]）から水準測量により求め、O.P 管理とした。 
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１－３．調査位置平面図 

図 1-3-1 調査位置平面図 
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２．調査方法 

２－１．機械ボーリング 

機械ボーリングは、前述の調査位置平面図に示した 5 箇所で実施した。 

 機械ボーリングは、調査箇所の地層構成を明らかにするとともに、原位置試験を行うため

に実施した。実施方法の概要図を図 2.1.1 に示す。 

ボーリング機械はロータリー式ボーリング機械を用いる。掘削孔径は孔内水平載荷試験、現場

透水試験、間隙水圧測定を実施するボ-リング孔はφ86mm,標準貫入試験を実施するボーリング孔はφ66mmとし

た。 

ボーリング掘進中は、送水量・給圧・排水量・スライム状況に留意し、ケーシングチュー

ブにより孔壁保護を行う。また、掘進作業開始前および作業終了後の孔内水位観測を行い、

掘進に伴う孔内水位の変化を把握した。 

 掘止めは、原則として設計数量に準ずるものとするが、地盤状況や調査目的を考慮し、監

督員と協議の上、決定した。 

ボーリングにより採取した土質試料は、整理して観察を行い、ボーリング柱状図を作成する。

ボーリング孔は、現地発生土及び良質土で確実に埋め戻した。 

尚、ボ-リング地点近傍に埋設管の敷設がある可能性が考えられたため、全地点で試掘

（GL-1.0～1.5m程度）行った。 

図 2.1.1 機械ボーリング模式図 
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２－４．間隙水圧測定 

間隙水圧測定は，現場透水試験で透水係数を測定後そのまま一晩放置し，翌朝の水位を測定して，

その水頭を間隙水圧とした。 

 水頭測定による間隙水圧 u は、 

         u＝（z－D）× ρw 

 ここに、 

          u ：間隙水圧（tf/m2） 

          z ：地表面からケーシング下端までの深度（m） 

         D ：地表面から水位面までの深さ（m） 

         ρw：水の密度（≒1.0tf/m3） 
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２－５．孔内水平載荷試験 

孔内水平載荷試験は、主として杭の水平抵抗力を検討するために必要な地盤の変形係数，降伏

圧力等を求めることを目的として実施した。 

図 2.5.1 に示す孔内水平載荷試験機は、孔壁を加圧する測定管、圧力・変位量の制御・測定部、

圧力源およびこれらを接続する連結管から構成される。試験に使用する試験機の種類は、測定管

が 1 室のゴムチューブ製測定用セルで構成される A 型（等分布荷重方式：1 室型）である。 

試験方法は、JGS 1421-2003（地盤工学会基準）に基づき、ボーリング孔を掘削後、測定深度ま

で測定管（ゾンデ）を挿入し、ガス圧を利用してゾンデを膨張させ、段階的にボーリング孔壁を

載荷する。この時の圧力 p とゾンデの変位量 r を測定することにより p-r 曲線が得られ、初期圧力

p0 降伏圧力 py 極限圧力 p1 を求める。p0 と py の間の直線勾配から、以下の式により変形係数 E

を求める。 

 

E＝（1＋ν）・rm・Δp/Δr 

ここに、 ν：ポアソン比 

Δp：圧力-変位量曲線の直線部分における圧力増分（kN/m2） 

Δr：Δp に対応する変位増分（m） 

rm：Δp/Δr 算定区間の中間半径（m） 

 

なお、今回使用した機器は、応用地質㈱製 LLT MODEL-4188 である。 

 

  

(a)孔内水平載荷試験機基本構成図      (b)圧力-変位量（または体積変化量） 

 

図 2.5.1 孔内水平載荷試験機構成図と測定例 
（地盤調査の方法と解説、(公社)地盤工学会、2004） 
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２－６．室内土質試験 

室内土質試験は標準貫入試験で得られた撹乱試料を用いて行った。 

試験項目および方法は、表 2.6.1 に示すとおりである。試験方法は、「土質試験の方法と解説（社

団法人 地盤工学会）」に準拠して行った。 

 

表 2.6.1 室内土質試験の基準・規格一覧表 

分 類 試験項目 
規格・基準番号 

JIS JGS 

物理試験 

土粒子の密度試験 A 1202 0111 

土の含水比試験 A 1203 0121 

土の粒度試験 A 1204 0131 

土の液性限界・塑性限界試験 A 1205 0141 
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           表 3.1.1 調査地の地質総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    出典：神戸地域の地質 地質調査所 
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４．調査結果 

 

４－１．ボーリング結果 

ボーリングの詳細な結果は、巻末資料「ボーリング柱状図」に示す。なお、土層の連続性や傾斜

を想定するため、調査結果より地層想定断面図を作成し、図 4.1.1～図 4.1.2 に示した。 

調査地の地層は盛土層(Ｂ)の下位に緩い砂質土・礫質土及び軟弱な粘性土がほぼ連続性良く水平

に分布し、その下位には硬い粘性土及び締まった砂質土の互層及び締まった礫質土からなる洪積

層が北東から南西に向かい緩やかな傾斜で分布している。表 4.1.1 に、調査地の地層構成を示す。 

 

表 4.1.1 調査地の土質構成 

  

 

以下に各地層の概要について述べる。 

 

地質 
時代 

地層名 
地層 
記号 

土質区分 
分布層厚 
（m） 

第 

四 

紀 

現
世 

盛土層 B 砂・礫混じり砂 1.10～3.50 

完
新
世 

沖
積
層 

沖積第 1 砂質土層 As1 
粘土混じり砂、礫混じり

砂、シルト混じり砂 
0.6～2.15 

沖積第 1 粘性土層 Ac1 
粘土質砂、粘土、砂まい

り粘土 0.3～0.85 

沖積第 2 砂質土層 As2 砂、シルト質砂、 0.6～1.20 

沖積第 2 粘性土層 Ac2 
粘土、砂混じり粘土、粘

土質砂、シルト質粘土 
0.25～2.30 

沖積第 3 砂質土層 As3 
砂、礫混じり砂、粘土混

じり砂、 
3.55～5.75 

沖積礫質土層 Ag 砂礫 1.20 

更
新
世 

洪

積

層 

洪積粘性土層 Dc 
砂質粘土、粘土、シルト

質砂 
0.3～1.70 

洪積第 1 砂質・粘性土層 Dsc1 
砂、粘土、粘土混じり砂、

礫混じり砂、砂質粘土 
3.60～6.75 

洪積礫質土層 Dg 
砂礫、礫混じり砂、砂、

玉石、粘土混じり砂 
2.45～5.40 

洪積第 2 砂質・粘性土層 Dsc2 
粘土、砂混じり粘土、砂

質粘土、粘土混じり砂、

礫混じり砂 
5.60～8.40 

洪積砂質土層 Ds 
礫混じり砂、シルト混じ

り砂、砂、粘土質砂礫 
1.47～4.15 
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1. 盛土（B） 

 表層から GL-1.1～3.5m まで分布している。構成する盛土材は細～中砂主体の砂、φ2～15mm

の亜円礫が混じる礫混じり砂、φ5～15mmの亜円礫主体の砂礫からなる。No.1,3地点ではGL-0.3m

付近改良土の分布が認められ、No.5 地点ではアスファルト、コンクリ-ト片が混じる。 色調は

黄褐～黄灰～暗褐色を呈する。N 値は 3～11 回を示す。 

 

 2.沖積層  

（1）沖積第 1 砂質土(As1） 

 GL-2.4～3.9m まで層厚 0.6～2.1m を有して分布している。微細～細砂が混じる粘土混じり砂、

シルト分が混じるシルト質砂、φ15mm 程度の礫が混じる礫混じり砂、シルト分が混じる中～粗

砂主体のシルト混じり砂からなる。色調は黄褐～暗褐～暗灰色を呈している。N 値は 4～15 回を

示す。含水は中位を示すが、No.5 地点では含水高位を示す。また腐食物の混入も認められた。 

 

(2) 沖積第 1 粘性土（Ac1） 

  No.5 地点を除き GL-2.7～4.35m まで層厚 0.3～0.85m を有して分布している。粘土質砂、含水 

中位を示す粘土、砂混じり粘土からなる。色調は暗褐～暗灰色を呈し、N 値は 3～6 を示す。含水

は中位を示す。 

 

(3) 沖積第 2 砂質土（As2） 

 No.5 地点を除き GL-3.7～5.35m まで層厚 0.6～1.2m を有して分布する。中～粗砂主体の砂、細

砂主体の砂、シルト混じり砂、シルト質砂からなる。色調は灰～暗灰～暗青灰色を呈し、その N 

値は N=3～18 を示す。含水は中～高位である。 

 

(4) 沖積第 2 粘性土（Ac2） 

 GL-4.6～6.0m まで層厚 0.25～2.3m を有して分布する。粘土、微細～細砂が混じる砂混じり粘土、

微細～細砂が混じる砂質粘土、粘土分が全体に混じる中～粗砂主体の粘土質砂、砂混じり粘土、

有機質なシルト質粘土からなる。腐食物の混入が認められる。 

色調は暗灰～灰～暗褐色を呈し、その N 値は N=3～10 を示す。含水は中位を示す。 

 

(5) 沖積第 3 砂質土(As3) 

GL-8.95～11.35m まで層厚 3.55～5.75m を有して分布する。細～粗砂主体の砂、φ2～5mm の亜

円礫が混入している中～粗砂主体の礫混じり砂、有機質な粘土をシ－ム状に薄く挟む粘土混じり

砂からなる。腐植物の混入もみられる。色調は暗灰～暗褐～灰を呈し、N 値は 3～42 を示す。 

また、含水は高位を示す。 
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(6) 沖積礫質土（Ag） 

  No.4 地点(調査地の西側)で確認され、GL-10.15m まで分布し、層厚 1.2m を有する。 

 φ5～10mm の亜円礫主体の砂礫でマトリックスは細～中砂が充填されている。 

 色調は灰色を呈し、N 値は N=37 回である。含水は高位を示す。 

3.洪積層 

 (1) 洪積粘性土（Dc） 

  GL-10.45～11.70m まで層厚 0.3～1.7m を有して分布する。 

   細～粗砂が混じる砂質粘土、細～中砂が混じる砂混じり粘土、均質な粘土、シルト質粘土 

 からなる。No.1(調査地東側)地点では粘性層中に微細砂主体の均一な砂を挟む。色調は暗灰～ 

暗褐色を呈し、その N 値は N=9～26 回である。含水は中位である。 

 

(2) 洪積第 1 砂質粘性土（Dsc1） 

  GL-14.9～17.5m まで層厚 3.6～6.75m を有し厚く分布する。 

  砂質・礫質土と粘性土が互層状に分布している。砂質・礫質土は細～中砂主体の砂、粘土混 

り砂、φ10mm の亜円礫が混じる中～粗砂主体の礫混じり砂、シルト分が全体に混じるシル 

ト質砂からなり、粘性土は微細砂が混じる砂質シルト、やや硬い粘土、微細砂が混じる砂質シ

ルトからなる。含水は砂・礫質土で含水中位を示し、粘性土で含水低～中位を示す。 

色調は灰～青灰～緑灰を呈し、N 値は N=9～58 を示す. 

 

(3) 洪積礫質土（Dg） 

   GL-19.95～21.00m まで層厚 2.45～5.40m を有して分布する。 

  φ10～30mm の亜円礫主体の砂礫、φ2～5mm 程度の小礫が混じる細～中砂主体の砂からな 

る。No.5 地点ではφ50～100mm の玉石の分布が認められる。 

 色調は灰～暗灰を呈し、N 値は N=39～60 以上を示す。含水は高位を示す。 

 

(4) 洪積第 2 砂質粘性土（Dsc2） 

 GL-26.35～28.70m まで層厚 5.6～8.4m を有して分布する。 

 砂質・礫質土と粘性土が互層状に分布している。砂質・礫質土は粘土分が混じる細～中砂主体

の粘土混じり砂、φ2mm 程度の礫が混じる粘土混じり礫混じり砂、砂、粘土分が全体に混じる粘

土質砂、シルト混じり砂からなる。粘性土は細砂が混じる砂質粘土、細砂が混じる砂混じり粘土、

含水低位を示す固結粘土、砂混じりシルトからなる。含水は砂・礫質土で低～中位を示し、粘性

土で含水低位を示す。色調は暗灰～灰～青灰色を呈し、N 値は 11～60 を示す。 
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(5) 洪積砂質土（Ds）

当層は本調査で確認した最下層にあたる。層厚は 1.47～4.15m 以上である。

φ10～20mm の礫が混じる細～中砂主体の礫混じり砂、細砂主体の締まった砂、微細砂主体の

シルト混じり砂、φ10～20mm の亜円礫主体の砂礫からなる。また、層厚 0.4m 程度の固結粘土が

狭在しているのが認められた。 

色調は暗灰～暗褐～灰色を呈し、そのＮ値は 15～60 以上を示すが概ね 50 以上である。 

表 4.1.2 に、各ボーリング孔の孔内水位を示す。 

孔内水位は盛土層（Ｂ）、沖積第 1 砂質土層(As1)で確認され、比較的浅層に分布している。 

尚、表 4.1.2 に示す孔内水位は各地点で測定した最も高い水位を記載した。 

表 4.1.2 各ボーリング孔の孔内水位 

ボーリング 
No. 

孔内水位 

GL-(m) OP+(m) 

1 1.70 7.49 

2 1.98 7.63 

3 0.55 8.63 

4 1.45 7.91 

5 2.18 7.07 
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図 4.2.1 各層の N 値分布のヒストグラム 
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図 4.2.2 各層の N 値分布のヒストグラム 
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４－３．現場透水試験及び間隙水圧測定結果 

 沖積第 3 砂質土層(As3)の透水性及び間隙水圧を把握する目的で現場透水試験及び間隙水圧測定

を実施した。 

1) 現場透水試験結果 

表 4.3.1 に、現場透水試験結果の一覧表示す。なお、現場透水試験結果の詳細については、巻末の

現場透水試験データに示した。 

 
表 4.3.1 現場透水試験結果一覧表 

地点名 
地層 
記号 

試験深度 
GL-(m) 

土質名 
N 値 
(回) 

試験方法 
透水係数 
k (cm/sec) 

平衡水位 
GL-(m) 

No.3 As3 -6.50～-7.00 砂 25 回復法 1.43E-4 -0.550 

 

図 4.3.1 に、一般的な透水性と土質区分の関係を示す。 

 

 
図 4.3.1 透水性と土質区分 

（地盤調査の方法と解説、(公社)地盤工学会、2004） 

 

 砂（As3）の透水係数は 10-4(m/sec)オーダーで低い透水性となる。対応する土の種類は砂-シルト-

粘土混合土の範囲に含まれる。ボーリングの観察記事からすると、試験区間は細砂～中砂が主体で

若干、細粒分混じっていること、室内土質から礫混じり粘性土質砂(SCs-G)に分類されることから、

対応する土の種類と一致する。 

Creager は、土の粒度曲線から求められる 20％通過粒径（D20）から地盤の透水係数を推定する方

法を提案し、表 4.3.2 に示す D20と透水係数の関係を示している。 

 この関係を定式化すると、次式で表すことができる。 

 

    k＝0.0034×D20
2 3    

     

ここに、k ：透水係数（m/sec） 

    D20：20％粒径（mm） 
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表 4.3.2 Creager による D20と透水係数 k の関係 

 
（土質試験の方法と解説、(公社)地盤工学会、2004) 

 Creager の方法で現場透水試験深度の透水係数を推定すると、表 4.3.3 のようになる。 

表 4.3.3 現場透水試験深度の 20%粒径から求めた透水係数 

地点名 地層 
記号 

採取深度 
GL-(m) 

20%粒径 
D20(mm) 

D20から推定 
した透水係数 

k (m/sec) 

現場透水試験 
による透水係数 

k (m/sec) 

No.3 As3 6.50～7.00 0.11 2.12E-5 1.28E-6 

 

 No.1 地点の As3 層で推定した透水係数は、現場透水試験の 1 倍程度である。 
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2）間隙水圧測定結果 

間隙水圧測定は、現場透水試験で透水係数を測定後そのまま一晩放置し、翌朝の水位(平衡水位)

を測定して、その水頭を間隙水圧とした。水頭測定による間隙水圧 u は、 

         u＝（z－D）× ρw ×10 

 ここに、 

          u ：間隙水圧（kN/m2） 

          z ：地表面からケーシング下端までの深度（m） 

         D ：地表面から水位面までの深さ（m） 

         ρw：水の密度（≒1.0g/cm3） 

により求められる。  

 表 4.3.4 に、現場透水試験深度の間隙水圧測定結果を示す。  

 

表 4.3.4 現場透水試験深度の間隙水圧測定結果  

地点名 
地層 
記号 

ケーシング深度 
z (m) 

平衡水位 
D (m) 

間隙水圧 
u (kN/m2) 

No.3 As3 6.5 0.55 59.5 
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 表 4.5.1 室内土質試験結果一覧表 

地点名 
試料 
番号 

深 さ 
地層 
記号 

一 般 粒 度 コンシステンシー特性 分類 

湿潤密度 
ρt  g/cm3 

乾燥密度 
ρd  g/cm3 

土粒子の密度 

ρs  g/cm3 
自然含水比 
ｗn % 

間隙比 
e 

飽和度 
Sr  % 

礫分 
(2～75mm)% 

砂分 
(0 075～2mm)% 

シルト分 
0 005～ 

0 075mm)% 

粘土分 
(0 005mm 

未満)% 

最大粒径 
mm 

均等係数 
Uc 

20%粒径 
D20  mm 

液性限界 
wL  % 

塑性限界 
wp  % 

塑性指数 
Ip 

ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ指数 

Ic 
分類名 分類記号 

No.1 

1P-1 3.15-3.45 As2 - - 2.612 19.3 - - 12.9 77 3 2.4 7.4 19 10 5 0.26 - - - - 
粘性土礫混じり

砂 
S-CsG 

1P-2 5.15-5.45 Ac2 - - 2.573 34.9 - - 0 1 17.4 39.0 43 5 4.75 - - 45 9 22.1 23.8 0.5 砂質粘土 CLS 

1P-3 7.15-7.45 As3 - - 2.619 25.1 - - 8 3 88.8 2.9 4.75 2.73 0.59 - - - - 分球された礫混

じり砂 
SP-G 

1P-4 11.15-11.45 Dsc1 - - 2.598 25.3 - - 4 9 42.6 28.0 24 5 4.75 - 0.0033 36 5 19.1 17.4 0.6 砂質年粗 CLS 

1P-5 16.05-16.32 Dg - - 2.615 13.4 - - 39.8 54.4 5.7 26 5 10 5 0.4 - - - - 粘性土まじり礫

質砂 
SG-Cs 

1P-6 22.15-22.45 Dsc2 - - 2.680 33.8 - - 0 1 10.6 59.1 30.2 4.75 - 0.0013 73.0 24.6 48.4 0.8 砂まじり粘土 CH-S 

No.3 

3P-1 2.15-2.45 AS1 - - 2.596 21.6 - - 10.7 62.4 16.8 10 1 9 5 106 0.031 - - - - 
礫混じり粘性土

質砂 
SCs-G 

3P-2 5.15-5.45 Ac2 - - 2.619 23.5 - - 5 5 54.7 26.1 13.7 9 5 - 0.012 - - - - 
礫混じり粘性土

質砂 
SCs-G 

3P-3 6.65-6.95 AS3 - - 2.616 16.1 - - 10.9 72 9 8.7 7 5 9 5 30 9 0.11 - - - - 礫混じり粘性土

質砂 
SCs-G 

3P-4 9.15-9.45 AS3 - - 2.609 13.3 - - 32.3 55.6 5 9 6 2 19 30.4 0.19 - - - - 
粘性土まじり礫

質砂 
SG-Cs 

3P-5 12.15-12.45 Dsc1 - - 2.621 19.3 - - 7.7 76 9 8.0 7.4 9 5 47 3 0.14 - - - - 礫参り粘性土質

砂 
SCs-G 

3P-6 17.05-17.21 Dg - - 2.631 14.3 - - 25.3 64 9 6 2 3.6 26 5 11.3 0.27 - - - - 
粘性土まじＲ礫

質砂 
SG-Cs 

3P-7 21.15-21.45 Dsc2 - - 2.633 20.1 - - 15 49.8 18.6 16.6 19 - 0.014 39 3 18.4 20.9 0.9 粘性土質礫質砂 SCsG 

3P-8 28.15-28.45 Ds - - 2.611 15.2 - - 19.2 70 3 6 2 4 3 9 5 14 3 0.24 - - - - 粘性土まじＲ礫

質砂 
SG-Cs 

No.4 

4P-1 2.15-2.45 As1 - - 2.621 15.6 - - 25.5 67 9 2.4 4 2 26 5 6.88 0.31 - - - - 
粘性土まじり礫

質砂 
SG-Cs 

4P-2 5.15-5.45 Ac2 - - 2.606 23.6 - - 16.7 38 9 27.3 17 1 9 5 288 0.0073 - - - - 粘性土質礫質砂 SCsG 

4P-3 7.15-7.45 As3 - - 2.617 15.5 - - 5 3 72.4 11.1 11.2 9 5 200 0.034 - - - - 
礫なじり粘性土

質砂 
SCs-G 

4P-4 9.15-9.45 Ag - - 2.622 9.3 - - 49.4 40 2 2 3 8 1 19 68 2 0.31 - - - - 粘性土まじり砂

質礫 
GCs-G 

4P-5 11.15-11.45 Dsc1 - - 2.619 15.4 - - 6 2 75 1 11.1 7.6 9 5 59.0 0.086 - - - - 
礫混じり粘性土

質砂 
SCs-G 

4P-6 16.15-16.45 Dsc1 - - 2.648 35.1 - - 0.0 0.6 58.2 41 2 0 25 - - - - - - 粘土 CL 

4P-7 19.00-19.13 Dg - - 2.627 6.0 - - 82.3 14.6 3.1 37.5 47 5 2 9 - - - - 砂混じり礫 GW-S 

4P-8 21.15-21.45 Dsc2 - - 2.628 18.9 - - 3 9 45.7 10.6 39.8 9 5 - - - - - - 砂質粘土 CLS 

No.5 

5P-1 2.15-2.45 As1 - - 2.614 19.2 - - 21.5 69 9 3 1 5 5 9 5 10.4 0.21 - - - - 
粘性土まじり礫

質砂 
SG-Cs 

5P-2 4.15-4.45 Ac2 - - 2.577 46.5 - - 4.0 2.7 22.2 71 1 19 - - 65 5 25.0 40.5 0.5 粘土 CH 

5P-3 5.15-5.48 As3 - - 2.582 34.3 - - 4.6 50.4 20.6 24.4 4.75 - 0.0027 - - - - 粘性土質砂 SCs 

5P-4 10.15-10.45 Dc - - 2.604 20.9 - - 0.0 37 3 32.1 30.6 2 - 0.0013 29.6 15.6 14.0 0.6 砂質粘土 CLS 

5P-5 12.15-12.45 Dsc1 - - 2.611 15.4 - - 7.7 73.7 10.6 8.0 9 5 52 3 0.0092 - - - - 
礫混じり粘性土

質砂 
SCs-G 

5P-6 22.15-22.45 Dsc2 - - 2.635 23.6 - - 15.0 42.8 16.3 25 9 19 - 0.0016 64 3 22.9 41.4 1.0 粘性土質礫質砂 SCsG 
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(3) 粒度特性 

 ◎図4.5.1に、沖積砂質土層のAs1、As2、As3の粒径加積曲線を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) As1層の粒径加積曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) As2層の粒径加積曲線 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)As3層の粒径加積曲線 

図4.5.1 沖積層のAs1、As2、As3層の粒径加積曲線 
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 沖積砂質土層は、粒径加積曲線からすると、As1層は最大粒径に違いはあるものの粒度分布の幅

が狭いほぼ均一な砂層である。1試料であるが、As2層は細粒分が9.8%含む粘性土礫混じり砂であ

る。また、As3層は粒度分布の幅が広く細粒分の混入が認められる砂層である。日本統一分類では

As1層は礫混じり粘性土質砂（SCs-G）、粘性土まじり礫質砂(SG-Cs)に分類され、As2層は粘性土

礫まじり砂(A-CsG)、As3層は礫混じり砂(SP-G)、礫混じり粘性土質砂(SCs-G)、粘性土まじり礫質

砂(SG-Cs)、粘性土質砂(SCs)に分類される。 

 ◎図4.5.2は、沖積粘性土層(Ac)の粒径加積曲線である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.5.2 沖積粘性土層(Ac)の粒径加積曲線 

 沖積粘性土層は、粒径加積曲線から粒度分布の幅が広い粘性土層である。粗粒分の混入が17～

59％を占め、粗粒分の混入が多い不均質な粘性土である。日本統一分類では砂質粘土(CLS)、礫混

じり粘性土質砂(SCs-G)、粘性土質礫質砂(SCsG)、粘土(CH)に分類される。 

 ◎図4.5.3に、沖積礫質土層(Ag)の粒径加積曲線を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.5.3 沖積礫質土層(Ag)の粒径加積曲線 
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 礫分が全体の49％を占め、砂分が40％を占める礫質土である。日本統一分類では粘性土まじり

砂質礫（GS-Cs）に分類される。 

◎図4.5.4洪積粘性土層(DC)の粒径加積曲線である。

図4.5.4 洪積粘性土層(Dc)の粒径加積曲線 

洪積粘性土層(Dc)は、粗粒分が37％を占め砂分の混入が多い粘性土層である。 

日本統一分類では砂質粘土(CLS)に分類される。 

◎図4.5.5は、洪積第1砂質粘性土(Dsc1)の粒径加積曲線である。

図4.5.5 洪積第1砂質粘性土層(Dsc1)の粒径加積曲線 

 洪積第 1 砂質粘性土互層(Dsc1)は、粘性土優勢部分に関しては、細粒分が全体の 99%以上を占

める均質な粘土である。砂質土優勢部分に関しては、粒度分布の幅は一部細粒分（52％）の混入

が多い部分が認められるが、概ね狭くバラツキ少ない砂質土層である。日本統一分類では、粘性

土優勢部分では砂まじり粘土(CH-S)、砂質土優勢部分では砂質粘土(CLS)、礫混じり粘性土質砂

(SCS-G)に分類される。 
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 ◎図4.5.6は、洪積礫質土(Dg)の粒径加積曲線である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.5.6 洪積礫質土層(Dg)の粒径加積曲線 

 洪積礫質土層(Dg)は砂分（54～64％）の混入が多い礫質土層である。No.4 地点の 4Ｐ-7 では礫

分が全体の 82％を占め礫分が優勢な部分も認められる。日本統一分類では粘性土まじり礫質砂

(SG-Cs)、砂まじり礫（GW-S）に分類される。 

 

 

◎図 4.5.7 は、洪積第 2 砂質粘性土(Dsc2)の粒径加積曲線である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 4.5.7 洪積第 2 砂質粘性土(Dsc2)の粒径加積曲線 

 洪積第 2 砂質礫質土互層(Dsc2)は粘土・シルトからなる細粒分が全体の 40％程度を占める砂質

土層が主体である。日本統一分類では、砂まじり粘土(CH-S)、粘性土質礫質砂(SCsG)、砂質粘土

(CLS)に分類される。 
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 ◎図 4.5.8 は、洪積砂質土層(Ds)の粒径加積曲線である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4.5.8 洪積砂質土層(Ds)の粒径加積曲線 

 洪積砂質土層(Ds)は礫分及び砂分からなる粗粒分が全体の 89％を占める砂質土層である。 

 日本統一分類では粘性土まじり礫質砂(SG-Cs)に分類される。 
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(4) コンシステンシー特性 

表 4.5.4 に、一般的な液性限界・塑性限界の測定例を示す。 

 

表 4.5.4 液性限界・塑性限界の測定例 

土の種類 液性限界 wL（％） 塑性限界 wP（％） 

粘土（沖積層） 50 ～ 130 30 ～ 60 

シルト（沖積層） 30 ～  80 20 ～ 50 

粘土（洪積層） 35 ～  90 20 ～ 50 

関東ローム 80 ～ 150 40 ～ 80 
(地盤材料試験の方法と解説、(公社)地盤工学会、2004) 
 

図 4.5.9 は、試験結果を塑性図に示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9 塑性図 

図中の液性限界－塑性指数関係は我が国における一般的な液性限界・塑性限界の測定例であり、

試験結果は概ね一般的な測定例に沿っている。 

自然状態（自然含水比の時の状態）における細粒土の硬軟や安定の程度を表す目安に、コンシ

ステンシー指数（Ic）がある。これは、自然含水比（wn）がその土の液性限界に近いのか、ある

いは塑性限界に寄った所にあるかの程度を示すもので、次式で求められる。 

 

    Ic  = （ wL - wn ）/  IP 

 

一般的な土の含水状態は wP＜wn＜wLであるため、Ic＝0 に近い時は、乱せば液状となることを

示している。1 よりも大きいときは、安定な状態にあることを示す。 

 Ac2 層の Ic は 0.5～0.9 であり、中位～安定な状態である。Dsc1 層の Ic は 0.6 を示し中位の状

態である。Dsc2 層に関しては Ic=0.8～1.0 を示し安定しており、Dc 層は Ic=0.6 を示し中位の状態

である。 
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(5) 土質分類 

地盤材料の工学的分類は、主に観察結果、塑性図、液性限界によって、図4.5.9にしたがって分

類する。尚、試験試料の分類名は、前述の表4.5.1に示したとおりである。 
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図4.5.10 土質材料の工学的分類体系 
（地盤材料試験の方法と解説、(公社)地盤工学会、2004） 

 

-  38  -



５．考 察 

５－１．地盤定数の検討 

本調査では標準貫入試験及び現場透水試験、孔内水平載荷試験等の原位置試験などを実施した。

また、標準貫入試験により採取した試料を用いて室内土質試験を行い、物理特性等を調べた。 

これらの試験結果に基づいて設計に用いる地盤定数を検討した。 

標準貫入試験から求めた平均 N 値を用いて推定することとした。 

(1) 設計に用いる N 値

表 5.1.1 に、各層の平均 N 値と設計に用いる N 値を示す。

設計用 N 値は図 4.2.1 及び図 4.2.2 を参考に特異値を除く平均 N 値とした。

表 5.1.1 設計に用いる各層の N 値(回) 

地層名 記号 最小値 最大値 標準偏差 平均 N 値 設計用 N 値 

盛土 B 3 11 3.3 7.3 7 

沖積第 1 砂質土 As1 4 15 5.2 8.3 5 

沖積第 1 粘性土 Ac1 3 6 1.73 4.0 4 

沖積第 2 砂質土 As2 3 18 5.68 11.3 11 

沖積第 2 粘性土 Ac2 3 10 2.93 5.5 5 

沖積第 3 砂質土 As3 3 42 9.64 17.3 16 

沖積礫質土 Ag 37 37 - 37.0 37 

洪積粘性土 Dc 9 26 7.16 17.4 22 

洪積第1砂質粘性土 Dsc1 9 58 12.67 30.6 30 

洪積礫質土 Dg 39 60 - 58.2 59 

洪積第2砂質粘性土 Dsc2 15 60 16.45 34.5 34 

洪積砂質土 Ds 15 60 11.18 54.9 57 

*) 設計用 N 値は特異値を除いた平均 N 値を採用し、小数点以下を切り捨てた。 
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(2) 単位体積重量 γt 

表 5.1.2 及び表 5.1.3 は、経験的に推定された設計時に用いる土質定数の仮定値である。各層の

単位体積重量はこの仮定値から設定した。 

表 5.1.2 設計時に用いる土質定数の仮定値

 
(道路土工、盛土工指針、(公社)日本道路協会、平成 22 年度版、p101) 

 

                             表 5.1.3 設計時に用いる土質定数の仮定値 

 

 

 

 

                                (建築基礎構造指針 2001 年改訂 P115) 

※東京層は洪積層にあたる  

表 5.1.4 に、推定した各層の単位体積重量を示す。 

尚、単位体積重量は表 5.1.1 及び表 5.1.3 を参考に表 5.1.2 から求めた。 

 

 

 

 

 

関東 渋谷

砂質 シルト質 粘土質 ロ－ム層 粘土層 砂質 シルト質 粘土質

15.5～17.3 14.1～16.2

沖積層 東京層

単位体積重量
(kN/m3)

地層

16.7～18.8 14.8～17.0 13.7～15.7 12.3～14.1 14.0～16.3 17.2～19.2
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表 5.1.4 各層の単位体積重量 

地層名 記号 
設計用

N 値 
地盤 種類 状態 

単位体積重量 
γt (kN/m3) 

盛土 B 7 盛土 砂質土 締固めたもの 19 

沖積第 1砂質土 As1 5 自然地盤 砂質土 密実でないもの 17 

沖積第 1粘性土 Ac1 4 自然地盤 粘土 軟らかいもの 14 

沖積第 2砂質土 As2 11 自然地盤 砂質土 密実でないもの 17 

沖積第 2粘性土 Ac2 5 自然地盤 粘土 軟らかいもの 14 

沖積第 3砂質土 As3 16 自然地盤 砂質土 密実でないもの 17 

沖積礫質土 Ag 37 自然地盤 礫混じり砂 密実なもの 21 

洪積粘性土 Dc 22 自然地盤 粘性土 固いもの 18 

洪積第 1砂質粘性土 Dsc1 30 自然地盤 砂質土 密実なもの 19 

洪積礫質土 Dg 59 自然地盤 礫混じり砂 密実なもの 21 

洪積第 2砂質粘性土 Dsc2 34 自然地盤 砂質土 密実なもの 19 

洪積砂質土 Ds 57 自然地盤 砂 密実なもの 20 

(3) 土の粘着力 c

Terzaghi and Pech は、粘土のコンシステンシーと N 値、一軸圧縮強さ quの関係を表 5-1-4 及び

図 5.1.1 のように与えた。 

表 5.1.5 N 値と粘土のコンシステンシー、一軸圧縮強さの関係 

図 5.1.1 Ｎ値と粘土のコンシステンシー、一軸圧縮強さの関係(Terzaghi and Peck に加筆修正) 
（地盤調査の方法と解説、(公社)地盤工学会、2004） 
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 表 5.1.5 及び図 5.1.1 の関係から、範囲の中央を通る N 値と qu の関係は、 

 

   qu＝12.3N～13.1N≒12.5N  (kN/m2) 

 

となる。 

 土の粘着力 c と一軸圧縮強さ qu の関係は、c ≒ 1/2 qu にあることから 

 

c ＝ 6.25・N （kN/m2） 

 

として算定する。 

 なお、砂質土・礫質土は原則的に C＝0 (kN/m2)とした。 

 

(4) せん断抵抗角 φ 

 標準貫入試験のN値から、砂のせん断抵抗角φを推定する場合に、以下の参考式を用いる。 

 

 

φ＝ 20Ｎ+15° 

 
（建築基礎構造設計指針 2001年改訂 P113） 

 

 表5.1.6に、今回の調査地点での砂質土及び礫質土のせん断抵抗角φを示す。 

 推定したせん断抵抗角は標準貫入試験の深度ごとに求めた。砂質土層及び礫質土層のせん断抵

抗角は、以下のようになる。 

                 表5.1.6調査地における砂質土、礫質土層のせん断抵抗角 

地層名 記号 
設計用 N

値 
φ° 

   盛土 B 7 26.8 

沖積第 1砂質土 As1 5 25.0 

沖積第 2砂質土 As2 11 29.8 

沖積第 3砂質土 As3 16 32.9 

沖積礫質土 Ag 37 42.2 

洪積第 1砂質粘性土 Dsc1 30 39.5 

洪積礫質土 Dg 59 49.3 

洪積第 2砂質粘性土 Dsc2 34 41.1 

洪積砂質土 Ds 57 48.7 

 

 なお、粘性土のせん断抵抗角は、φ＝0（°）とみなした。 
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(5) 透水係数 k

現場透水試験を行っていない地層については、以下に示す 20%通過粒径から透水係数を推定す

る Creager の式を用いる。なお、粘性土層は実質的に不透水層となるが今回、粗粒分の混入が多

い粘性土層であるため透水係数を推定した。 

k＝0.0034×D20
2 3 

ここに、k ：透水係数（m/sec） 

D20：20％粒径（mm） 

表 5.1.7 に、20%粒径と推定した透水係数をまとめて示す。 

表 5.1.7 20%粒径と推定した透水係数 

地層名 記号 平均N値 
20%粒径 
D20(mm) 

透水係数 
k  (m/sec) 

平均透水係数 
k  (m/sec) 

沖積第 1 砂質土 As1 5 
0.031 
0.31 
0.21 

1.15E-6 
2.30E-4 
9.39E-5 

1.08E-4 

沖積第 2 砂質土 As2 11 0.26 1.53E-4 1.53E-4 

沖積第 2 粘性土 Ac2 5 0.012 
0.0073 

1.30E-7 
4.14E-8 8.57E-8 

沖積第 3 砂質土 As3 16 

0.59 
0.11 
0.19 

0.034 
0.0027 

1.01E-3 
2.12E-5 
7.46E-5 
1.43E-6 
4.20E-9 

2.21E-4 

沖積礫質土 Ag 37 0.31 2.30E-4 2.30E-4 

洪積粘性土 Dc 22 0.0013 7.83E-10 7.83E-10 

洪積第 1 砂質粘性土 Dsc1 30 

0.0033 
0.14 

0.086 
0.092 

6.67E-9 
3.69E-5 
1.20E-5 
1.41E-5 

1.58E-5 

洪積礫質土 Dg 59 0.40 
0.27 

4.13E-4 
1.67E-4 2.90E-4 

洪積第 2 砂質粘性土 Dsc2 34 
0.0013 
0.014 
0.0016 

7.83E-10 
1.85E-7 
1.26E-9 

6.24E-8 

洪積砂質土 Ds 57 0.24 1.28E-4 1.28E-4 
*) 沖積第 3 砂質土層(As3)に関しては推定透水係数 K20 は参考値とし原位置試験値を採用した。 

(6) 変形係数 E

孔内水平載荷試験を実施していない地層については、図 4-5-1 に示した N 値と変形係数の関

係から、 

E = 670N0 986  (kN/m2) 

を用いて推定する。 
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(7) 設計に用いる地盤定数 

 以上で推定した各層の設計用地盤定数を、表 5.1.8 にまとめて示す。 
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５－２．液状化の検討 

「建築基礎構造設計指針 2001：日本建築学会」に基づいて地盤の液状化抵抗率（FL）を算定し

て、液状化の検討を行った。 

(1)液状化検討対象土層 

 建築基礎構造設計指針では以下の土層が液状化判定の対象とされている。 

1） 対象深度：GL0～-20m 

2） 飽和土層 

3） 細粒分含有率 Fc＜35％の土層 

4） 粘土分(0.005mm 以下の粒径をもつ土粒子)含有率 Pc≦10％、または塑性指数が 15%以下の埋

立地盤あるいは盛土地盤 

 

(2)地震時のせん断応力比（Ｌ）の算定 

  等価な繰り返しせん断応力比Ｌを以下の式で算定する。 
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（3）液状化抵抗比（Ｒ）の算定 

下記に示す算定式から補正Ｎ値 Na を求め、補正Ｎ値 Na と液状化抵抗比Ｒの関係図( 

図 5.2.1 のせん断ひずみ振幅 5％曲線を用いて液状化抵抗比Ｒを求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

    図 5.2.1 補正 N 値 Na と液状化抵抗比Ｒ関係図    図 5.2.2 Fc とΔNf の関係図 

（4）地表面水平加速度 

 繰り返しせん断応力比Ｌの算定に用いる地表面水平加速度は損傷限界検討用では 150～

200cm/S2、終局限界検討用では 350 cm/S2 である。350 cm/S2 は 1995 年の兵庫県南部地震などの際

に液状化した地盤上で観測された最大値である。 
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(5) 液状化の判定 

 液状化発生に対する安全率 FL を次式で産出する。 

 

 

（6）水平地盤反力係数の低減 

 FL≦1.0 となる地盤に対しては、杭基礎を用いる場合に水平地震反力の低減を考慮する必要が

ある。建設基礎構造設計指針では FL 地、地表面からの深さ、補正Ｎ値Ｎa をパラメ－タとして表

5.2.1 に示す低減係数を与えている。 

            表 5.2.1 水平地盤反力係数の低減係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［液状化判定の条件］ 

   液状化判定は屋内競技ゾ－ン計画地にあたる No.1,3 地点とトラック競技・屋外競技ゾ 

－ンにあたる No.4,5 地点で行う。 

 ・土層条件：No.1,2,4,5 地点 

 ・地震動は「東日本大震災による液状化被災市街地の復興に向けた検討・調査について」 

を参考に 2CASE について行う 

1） 中地震による中程度の揺れ          200gal  Ｍ7.5 

2） 直下型地震による大きな揺れ    350gal   M7.5 

計算には「中央開発株式会社 液状化判定プログラム」を使用した。 

表 5.2.2～5.2.9 に、液状化判定結果を示す。なお、液状化判定結果は巻末に示した。 
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[液状化判定結果] 

表 5.2.10 に No.1,3,4,5 地点の液状化判定結果を示す。 

            表 5.2.10 No.1,3,4,5 地点の液状化判定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.2.10 から液状化に対する安全率ＦＬはNo.1,3,5 地点については盛土層(B)と沖積第 3 砂質土

層(As3)において 200gal、350gal で FL＜1 を示し「液状化の可能性あり」の判定となった。No.4

地点に関しては各層 FL>1 以上となり「液状化の可能性なし」となった。 

 液状化指数ＰＬは以下の式で求められる。 

  

 求められた液状化指数ＰＬからＰＬ法による液状化判定は以下の通りである。 

 

 

 

表 5.2.10 からＰＬ法による液状化判定は、地震動 200gal では各地点共に「液状化危険度が低い」

と判定され、地震動 350gal では No.1,5 地点では「液状化危険度は高い」と判定され、No.3 地点

では「液状化危険度は極めて高い」と判定された。 

 

 

     

地震動

地点

As3 B、As3 〇 0.32 △ 6.31

B、As3 B、As3 〇 4.38 × 19.55

なし なし 〇 0.00 〇 2.63

As3 B、As3 〇 1.56 △ 8.9

PL値  350gal

No.3

No.4

No.5

ＰＬ法による判定FL法による判定 FL<1の地層液状化判定条件

 200gal  350gal  200gal PL値

No.1
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５－３．まとめ 

（1） 調査地の地層について 

1）調査地にあたる西宮地区は、大きく沖積低地、丘陵地及び山地部に分かれる。また、丘陵 

地と沖積低地の境界部には扇状地・緩扇状地が分布する。調査地は沖積低地（扇状地性低地）

にあたる。調査地付近の沖積低地は扇状地と砂礫質の氾濫原にあたり、武庫川や丘陵地から

流れ出る中小河川の粗粒堆積物によって構成され、地下水位が豊富な状態となっている場合

が多い。調査地の地質は、中生代白亜紀の六甲花崗岩・布引花崗閃緑岩類を基盤とし、それ

らを覆って大阪層群上部層、高位・中位・低位段丘堆積層と扇状地・崖錐を構成する堆積物、

沖積層が水平あるいはやや緩く傾斜した状態で分布している。 

 

2） 調査地の地盤構成は、地表から 1.10～3.50m の厚さの盛土（B）とその下部には GL-10m

前後まで粘土、砂、礫からなる沖積層が互層状に分布している。それ以深は洪積層が分布し、

粘土、砂、礫が互層状に分布している。これらの地層は連続性良く北東から南西に向かい緩

やかな傾斜で分布している。 

 

3） N 値分布のヒストグラムからすると、沖積第 3 砂質土層(As3)、洪積砂質土(Ds)の標準偏

差が 10 以上とばらつきが大きい。このことから As3 及び Ds は均一な砂質土ではなく、粘土・

シルトの細粒分及び砂・礫の粗粒分が混在している中間土と言える。また、洪積第 1,2 砂質

粘性土層(Dsc1,Dsc2)は、平均Ｎ値が N>30 を示すが、砂質土、粘性土の互層であるため標準

偏差が 10 以上とバラツキが大きい。 

 

4） No.3 地点の沖積第 3 砂質土(As3)の透水係数は 10-6(m/sec)オーダーで低い透水性となる。 

ボ―リングの観察記事や粒度試験結果から細粒分の混入が認められることから、対応する土

の種類と一致する。このことから As3 層はやや透水性の低い砂質土であると言える。 

 

（2） 地下水について 

ボ-リング調査時に確認された孔内水位を表 5.3.1 に示す。 

ボ-リング調査時に確認された孔内水位は盛土層（B)と沖積第 1 砂質土層(As1)中で確認さ 

  れ比較的浅層に分布している。 

表 5.3.1 ボ-リング時に確認された孔内水位 

 

 

 

 

 

 

GL-(m) OP+(m)

No.1 1.70 7.49 B 屋内競技ゾ-ンが計画されている

No.2 1.98 7.63 B 屋内競技ゾ-ンが計画されている

No.3 0.55 8.63 B 屋内競技ゾ-ンが計画されている

No.4 1.45 7.91 As1

No.5 2.18 7.07 As1

備考
孔内水位

ボ-リングNo 地層
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        図 5.3.1 調査地の地質想定断面図（No.1,3,4 断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図 5.3.2 調査地の地質想定断面図（No.2,3,5 断面） 
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（3） 支持層について

一般に良質な支持層とは砂質土層の場合は N=30 以上、粘性土質地盤では N=20 以上とされ、 

その層厚も 3ｍ以上が望ましいとされている。 

調査地で支持層を求めると、GL-11.0m 付近から分布する洪積層が対象層となる。 

沖積層の下位に分布する洪積第 1砂質粘性土層(Dsc1)は平均 N値 N=30 程度を示すが、砂質土 

部で N=13～15を示す箇所が見られ、粘性土部で N=12～18 を示す箇所が認められることから安 

定した支持層ではない。洪積第 1砂質粘性土層（Dsc1）の下位に分布する洪積礫質土層(Dg)に 

支持層を求めると、洪積礫質土層(Dg)の平均 N値は N=58 を示し、その層厚も概ね 3m以上ある 

ことから支持層条件を満足し安定した支持層と言える。また、GL-26～28m 以深から分布する洪 

積砂質土層(Ds)についても平均 N値は N=57 程度を示すことから安定した支持層と言える。 

参考までに既往文献から調査地付近の支持層分布（図 5.2.4）を見ると、支持層の上面標高

は OP-5～-10m である。調査地の洪積礫質土(Dg)は OP-5.71～7.88m であり既往資料の支持層の

範囲に入る。 

以上から調査地の支持層としては洪積礫質土層(Dg)及び洪積砂質土(Ds)が妥当であろう。 

ただし支持層の選定にあたっては経済性等を考慮し選定すべきである。 

図 5.3.3 調査地における支持層（No.1.3.4 断面） 
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（5） 調査地の工学的基盤面について

「道路橋示方書・同解説 耐震設計編」では耐震設計上の基盤面とは、対象地点に共通する広

がりを持ち、耐震設計上振動するとみなす地盤の下に存在する十分堅固な地盤の上面を想定して

いる。ここで十分堅固な地盤とは、せん断弾性波速度 300m/s 程度で、粘性土層では N 値 N=25、

砂質土層では N=50 以上を有している剛性の高い地層と記載されている。 

既往資料 1）、2）から調査地周辺の工学的基盤面を求めると以下の事が言える。 

調査地周辺の洪積砂質土層や洪積礫質土層は全般に深度が深くなるに従いＮ値が大きくなる傾

向が認められ、Vs もそれに比例して大きな値を示すようになる。Ma12 層より下部に分布する地

層では Vs が概ね 500m/sec 以上を示し Ma12 層の Vs に比べると明らかに大きな値を示している。 

そのことから調査地周辺の工学的基盤面は Ma12 層より下部に分布する地層との境界面となる。 

調査地の工学的基盤面は図 5.3.8 から GL-40～50m（TP-30～40m）付近から分布していると推定

される。 

図 5.3.8 西宮西部の南北表層地質断面の工学的基盤面図 

出典：六甲山地東部の地形地質と地震被害 H9 年 11 月 

関西地質調査業協会 

既往資料 1)地盤情報デ－タベ－スを活用した神戸地域地震解析 

2)大阪・神戸地域の表層地盤の土質特性のモデル化と地盤工学問題への適用
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（6） 設計・施工の留意点

1）駐車場設置に伴う留意点

調査地北西部（No.1,2,3 地点）の屋内競技ゾ－ン（全体建築面積 約 6000m2 全体延床面

積 約 12000m2 ）内に 100 台収容の地下駐車場が計画されている。 

 調査地は、沖積低地の扇状地と砂礫質の氾濫原にあたり、武庫川や丘陵地から流れ出る

中小河川により地下水位が豊富な状態となっている。 

 ボーリング時に確認した孔内水位は、GL-0.5～2.0m 程度であり高い。また間隙水圧測定

で確認した Ac3 層の間隙水圧は u＝59.5kN/m2 を示す。 

 地下駐車場の規模は未定であるが、仮に GL-10m まで掘削し設置する場合には以下の事

が言える。(対象土層 B、As1、As2、As3、Ac1、Ac2 層) 

〇沖積砂質土(As1,AS2)は N=3～18 程度と緩い状態である。地下水位が高いことから掘削

時にボイリング等が発生し、掘削底面の崩壊や地下水湧水に伴う掘削部の変位が考えられ

るため排水処理や土留工法等を検討して設計・施工を行う必要がある。 

ただし As1,As2 層は土質試験結果等から細粒分が混じる砂質土であるため急激な崩壊の可

能性は少ないと考えられる。 

〇沖積粘性土層(Ac1、Ac2)は N=4～5 程度と軟らかい粘性土である。Ac1,Ac2 層の下位に

分布する As3 層の間隙水圧が高いことから掘削時に粘性土層(Ac1,Ac2)で、盤ぶくれ現象が

発生し、掘削底面の崩壊が考えられるため排水処理や土留工法等を検討して設計・施工を

行う必要がある。 

〇調査地周辺には家屋が多数あるため、排水対策を行うことで（沖積粘性土層の圧密によ

る家屋の変位、井戸枯れ等）周辺環境へ影響を与えることが考えられる。 

従って、排水対策にあたり周辺環境を考慮した設計・施工を検討する必要がある。 

2）支持層（Dg）の直下の粘性土についての留意点

調査地の支持層をして GL-14～17m から分布する洪積礫質土(Dg)層が考えられた。

Dg層の下位には洪積第 1砂質粘性土層(Dsc1)が、砂質土層と粘性土層が互層状に分布する。 

No.1,3,4,5 地点ではDg層直下に粘性土層が分布している。これらの粘性土層のN値はN=11

～51 を示し、そのコンシステンシ-は「硬い～固結した」状態であることから沖積粘土に比

べ大きな圧密沈下が発生する可能性は低いが、上載荷重条件により圧密沈下の可能性も考え

られるためサンプリング及び試験を実施し、圧密定数を求め検討する必要がある。 

3）液状化対策工についての留意点

液状化判定から盛土層(B)と沖積第 3 砂質土層(As3)で液状化の可能性が高いと判定された。 

液状化対策として密度の増大を図る締固め工法（密度増大工法）、固結する固結工法、飽

和土を低下する地下水位低下工法、間隙水圧の抑制・消散をはかるドレ－ン工法等がある。 

調査地周辺には家屋が多数建っている。地下水低下工法は地下水低下のために圧密沈下 

- 64  -



発生に伴う家屋へ影響が考えられる。締め固め工法やドレ－ン工法は振動や騒音が発生するため

周辺環境へ影響を与える。また、固結工法は最も確実で一般的に行われる工法であるが、地盤の

固結による地下水阻害のため井戸枯れや固化材注入による地下水のにごり等が考えられるため、

液状化対策工法の採用にあっては検討する必要がある。 
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